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第２章 地域包括ケアシステムの深化・推進 

１．地域支援機能の強化 

国において、「地域包括ケア」が必要とされてきた背景には、超高齢社会の進展に伴う高

齢者のひとり暮らしや高齢者のみ世帯の増加、さらには要介護高齢者や認知症高齢者の増加

が社会問題となってきたことがあります。 

第１部で見てきたように本市においても、高齢化率等の伸びは著しい状況になっており、

生活支援を必要とする高齢者や認知症高齢者を抱えた家族が支援を受けられずに孤立してい

ること等が懸念されています。 

このため、多摩市では、高齢者が生活支援や介護を必要とする状態になっても、住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・

予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築に取り組んできました。 

本計画では、団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年（2025 年）を見据えて、地域包

括ケアシステムの深化・推進を目指します。 

 

●高齢化率等の推移 

※平成 29 年度（2017 年度）以前は住民基本台帳人口、平成 37 年度（2025 年度）は、多摩市

将来人口推計（平成 29 年度） 

 

 平成 12 年度

（2000 年度）

平成 26 年度 

（2014 年度）

平成 29 年度 

（2017 年度） 

平成 37 年度

（2025 年度）

①高齢化率 

（各年度１月１日） 
11.42％ 25.44％ 27.66％ 32.24％

②後期高齢者の割合 

（各年度１月１日） 
4.02％ 10.42％ 12.71％ 20.76％

③要介護認定率（65 歳以上） 

（各年度４月１日） 
9.59％ 12.77％ 12.77％ 

17.36％

（1 月 1 日推計値）

④高齢者単身世帯の割合 

（各年度１月１日） 
6.06％ 13.71％ 15.30％ 

⑤高齢者のみ複数人数世帯の割合 

（各年度１月１日） 
4.87％ 11.41％ 12.29％ 

⑥認知症高齢者の割合   

（各年度４月１日） 
2.0％ 6.78％ 7.1％ 
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改正介護保険法では、国及び地方公共団体の責務として、高齢者の地域における自立した

日常生活の支援のための施策を包括的に推進することが新たに規定されました。高齢者のみ

の世帯や単身世帯が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、ボランティアや

ＮＰＯ、民間企業など多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが求められ

ています。 

次のイメージ図にもあるように、｢医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・福

祉」の専門職によるサービスに「介護予防・生活支援サービス」が有機的・一体的に提供さ

れる体制の確立が重要です。そのためにまず、住み慣れた地域で自分らしく、自立した生活

を送るために、本人の選択を重視し、家族はその選択をしっかり受け止め、たとえ要介護状

態となっても本人の生活の質を尊重することが重要です。そして、体制の整備に欠かせない

のが地域の支え合いです。住民同士が支え合いながら自分らしく活躍できるコミュニティを

育成し、助け合いながら暮らすことのできる安定的な地域共生社会を目指します。従来のよ

うにサービスの量が不足していた時代から、今後はサービス提供者の適切な連携と質・量の

管理が求められる時代へとかわりつつあります。地域の中での具体的なサービス量の把握と

地域ニーズや課題を十分に理解し、適切な支援が行えるよう、仕組みづくりを進めます。 

 

 

 

 

 
支え合いによる地域包括ケアシステムのイメージ 

「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメント」より
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（１）地域包括支援センターの適切な運営 

地域包括支援センターは「地域包括ケアシステム」の中核機関として、総合相談支援業務、

権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務のほか、第１号介護予防支援事業

を一体的に実施しています。さらに地域包括支援センターの機能強化として「在宅医療・介

護連携の推進」「生活支援体制整備」「認知症施策の推進」に係る事業が包括的事業に位置

づけられたことから、これらの事業と連携しながら地域包括ケアシステムを強化・推進しま

す。 

 

① 地域包括支援センターの認知度の向上 

≪▼高齢支援課≫ 

 高齢者だけでなく、高齢者を支える世代にも地域包括支援センターの機能と役割を理解し

てもらえるよう、さまざまな機会を通じて周知していきます。 

 

*多摩市市政世論調査ベース 

② 総合相談支援業務の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくことができる

よう、どのような支援が必要かを検討し、地域における適切な保健・医療・福祉サービス、

機関または制度の利用促進、インフォーマルな地域資源の活用等の支援を総合的に進めます。 

③ 包括的・継続的マネジメント業務の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

 高齢者への途切れない支援を行うために介護支援専門員、主治医、地域の関係機関等と連

携します。また、個々の高齢者の状況や変化に応じたケアマネジメントを実現するため、介

護支援専門員への支援として地域ケア会議を活用します。 

④ 権利擁護業務の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

高齢者が地域で安心して尊厳のある生活を行うことができるよう、成年後見制度等の活用

促進、消費者被害防止への対応、高齢者虐待への対応など専門的・継続的な視点から支援し

ていきます。 

 
平成 29 年度  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

目 標 実 績 目 標 目 標 目 標 

認知度 
55.0％ 40.5％ 

55.0％ 57.0％ 59.0％ 
達成率 73.6％ 

【地域包括支援センター】 
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⑤ 地域包括支援センター運営事業評価の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

 地域包括支援センターが抱える課題や目標を明確にし、基幹型地域包括支援センターと連

携しながら、高齢者を総合的に支援するために、地域包括支援センター運営事業評価を行っ

ています。平成 29 年度（2017 年度）からは基幹型地域包括支援センターの評価を開始し、

基幹型地域包括支援センターと地域包括支援センターの双方向で評価することで、連携強化

に取り組んでいます。今後も運営事業評価を継続し、高齢者の総合相談窓口機能の充実を目

指します。 

 

 

（２）地域ケア会議の役割 

≪▼高齢支援課≫ 

地域ケア会議は高齢者に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を同時に推進

することを目的としています。地域包括支援センター及び高齢支援課が「個別地域ケア会

議」を実施し、高齢者の自立支援・生活の質の向上を目指します。また、｢地域課題会議」

の実施により、各分野の会議体と地域課題を共有し、必要な資源開発や地域づくりにつな

げていきます。 

 
平成 29 年度  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

目 標 実 績 目 標 目 標 目 標 

評価の実施 
実施 実施 

実施 実施 実施 
達成率 100％ 

地域ケア会議とは 

≪高齢になっても、介護が必要な状態になってもできる限り自分の家で暮らしたい≫ 

高齢者本人の選択と生活の質を尊重し、暮らしを支える仕組み「地域包括ケアシステム」

の実現に向けたひとつの手法が地域ケア会議です。 

 地域ケア会議では、高齢者の抱える問題、地域で不足しているサービスなど、地域の課題

を把握し、行政や各分野の関係機関がともに改善策を考えます。 

【地域包括支援センター】 
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さまざまな課題
が出てきます

Aさんが困ってること
もしかしてＢさんも

困ってるかも…

それってもしかして
多摩市全体の困りごと

なのかも…！

まるっと協議体
(地域の支え合いなどの仕組みをつくる会議)

ネットワークオレンジの会
(認知症を考える専門機関の連絡会)

在宅医療・介護連携推進協議会
(在宅療養のための連携) など

地域の支え合い、見守りなどが必要な方への支援を
地域のみなさまと一緒に考える会議

支援が難しい方への対応を
さまざまな専門機関と一緒に考える会議

さまざまな職種が専門的な視点を持ち寄ることで
高齢者の自立支援・生活の質の向上を目指す会議

地域関係者会議

専門機関会議

自立支援会議

課題を共有し検討しています（地域課題会議）
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総合相談
ケース
確認会

サービス
担当者会議

地区
連絡会

ケアプラン

点検

多摩市地域ケア会議 イメージ図

機
能

ネットワークオレンジの会
認知症を考える

専門機関の連絡会

認知症地域
支援推進員

在宅医療・介護連携
推進協議会

在宅療養のための連携

基幹型包括

個
別
課
題
解
決

地域ケア個別会議

地域課題会議
（ 課題を共有し検討する場 ）

1層生活支援
コーディネーター

まるっと協議体
生活支援体制整備

地
域
づ
く
り

(

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
・
地
域
課
題
発
見
・
資
源
開
発)

政
策
形
成

地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行う
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（３）地域包括支援センターの再配置 

≪▼高齢支援課≫ 
地域包括支援センターは、「地域包括ケアシステム」の中心として重要な役割を果たして

います。平成 28 年（2016 年）４月より、地域包括支援センターの担当地区をコミュニテ

ィエリアに合わせ再編し、地域型の地域包括支援センターを６か所から５か所に見直しまし

た。また、地域包括支援センターの後方支援機関として、高齢支援課に基幹型の地域包括支

援センターを設置しました。 

中部地域包括支援センターの永山商店街への移転（平成 28 年（2016 年）10 月）をは

じめ、平成 30 年（2018 年）には北部地域包括支援センターを関戸・一ノ宮コミュニティ

センター内に移転します。なお、北部地域包括支援センターは、担当地域が隣接していない

ことから、該当するコミュニティエリアに住む方への相談支援の充実のため、新たな拠点設

置を目指します。また、東部地域包括支援センター、多摩センター地域包括支援センター、

西部地域包括支援センターについても、地域の状況に合わせ、相談者の利便性に配慮した場

所への移転等を検討します。 

  

西部地域包括支援センター

多摩センター 

地域包括支援センター 

中部地域包括 

支援センター 

北部地域包括支援センター 

（平成 30 年 5 月～） 
東部地域包括支援センター 

 は、地域包括支援センター所在地
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２．認知症高齢者への支援 

国が策定した新オレンジプラン（認知症施策推進総合戦略）を基に、認知症本人の意思と

人権が尊重されるように認知症本人の視点を重視し、認知症の人を単に支えられる側と考え

るのではなく、認知症の人が認知症とともによりよく、いきいきと安心して暮らしていくこ

とができる環境を構築します。 

 

（１）認知症の理解を深めるための普及・啓発 
誰もが認知症になりうる時代となり、認知症になっても認知症の個人が尊重されて安全・

安心に暮らしていくことができる地域を目指します。 

 

① 普及・啓発の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

認知症の正しい理解を深め、予防につながるように９月に「認知症を知る月間」の実施、

認知症ケアパスの改定・普及、展示、講演会等を行います。 

     

９月認知症を知る月間（平成 29 年度版）       普及・啓発ポスター 

 

② 認知症サポーター養成講座 

≪▼高齢支援課≫ 

市民が認知症を正しく理解し、認知症の人や家族に対して温かく見守る応援者を養成する、

「認知症サポーター養成講座」を実施します。 

また、小・中学校での認知症サポーター養成講座を実施し、認知症に関する正しい理解の

普及を推進します。あわせて企業等に認知症サポーター養成講座の受講を勧め、認知症にな

っても安心して生活できる地域づくりを推進します。 
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平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

目 標 目 標 目 標 

小・中学校での 

実施回数 
3 回 5 回 5 回 

企業等での実施回数 7 回 7 回 7 回 

認知症ケアパス（認知症の容態に応じたサービス提供のイメージ） 

【認知症サポーター養成講座】 

認知症の疑い
認知症を有するが日常

生活は自立
誰かの見守りがあれば

日常生活は自立
日常生活に手助け・介

護が必要
常に介護が必要

物忘れはあるが、金銭管
理や買い物、書類作成等
を含め、日常生活は自立
している

買い物や事務、金銭管理
等にミスがみられるが、
日常生活はほぼ自立して
いる

服薬管理ができない、電
話の応対や訪問者の対応
などが１人では難しい

着替えや食事、トイレ等
がうまくできない

ほぼ寝たきりで意思の疎
通が困難である

（１）相談

（２）介護予防・
悪化予防・通いの
場所・他者とのつ
ながり支援・役割
支援

（３）安否確認・
見守り・生活支援

（４）権利を守る

（５）身体介護

（６）医療

（７）緊急時支援
（精神症状がみられ
る等）

（８）住まい・居
住系サービスなど

※色の分類（目安）：　○民間サービス・ボランティア･その他・･･黄色　　　○市の事業･･･オレンジ　　　○介護保険サービス･･･緑
　　　　　　　　　　　　　　　○医療・・・紫　　　　○医療入院･･･水色　　　○入所施設･･･ピンク　　
※認知症を引き起こす疾患や身体状況、環境などにより経過は異なり、利用できる制度やサービスも異なりますので、おおまかな目安としてください。

支援の内容

認知症の

生活機能障害

（例）

介護支援専門員（ケアマネジャー）

利
用
で
き
る
制
度
や
サ
ー
ビ
ス
の
例

元気塾・介護予防事業・地域介護予防教室

認知症カフェ・通いの場所・地域のサロン・趣味等

緊急通報システム・徘徊高齢者等探索サービス・行方不明情報メール・見守りキーホルダー

ホームヘルパー・食事サービス

おむつ助成・出張理髪

民生委員など・自治会などによる見守り活動・認知症サポーター・TAMAみまもり隊

かかりつけ医（通院・訪問診療）・ かかりつけ歯科医（通院・訪問歯科診療）・薬局

認知症専門医・ 専門医療機関

訪問看護 ・ 訪問リハビリテーション

認知症疾患医療センター

病院（一般病床 ・ 医療療養型病床）

病院（精神科病棟・認知症治療病棟）

日常生活自立支援事業（権利擁護センター）・成年後見制度

サービス付き高齢者向け住宅

有料老人ホーム

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設

本人の家

消費生活センター

グループホーム

訪問介護・デイサービス

訪問介護・デイサービス・訪問看護・小規模多機能型居宅介護

訪問入浴

認知症疾患医療センター・病院（一般病床・医療療養型病床・精神科病棟・認知症治療病棟）

小規模多機能型居宅介護・ショートステイ

福祉用具貸与・購入・住宅改修

今までの生活、趣

味、生きがいなど！

認知症初期集中支援チーム

社会福祉協議会たすけあい有償活動

シルバー人材センター

デイサービス

小規模多機能型居宅介護・ショートステイ

認知症対応型デイサービス・重度認知症デイケア

市役所・地域包括支援センター・認知症地域支援推進員・見守り相談窓口・保健所・精神保健福祉センター

認知症の人と家族の会などの家族会

訪問型サービスB
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（２）地域での生活を支える医療・介護・相談体制の充実 

① ネットワークオレンジの会 

≪▼高齢支援課≫ 

平成 28 年（2016 年）４月にすべての地域包括支援センターに「認知症地域支援推進員」

を配置しました。これを受け、認知症地域支援推進員による認知症対策を検討する連絡会「ネ

ットワークオレンジの会」を立ち上げ、認知症に関するさまざまな課題について検討してい

ます。 
この会議には、認知症疾患医療センターや認知症初期集中支援チーム等の医療機関や、認

知症カフェ主催者、社会福祉協議会等、認知症にかかわる地域の支援機関が参加することで、

認知症支援の地域連携に取り組んでいます。認知症地域支援推進員を中心とした多機関によ

る連絡会「ネットワークオレンジの会」として、多摩市における認知症支援を推進します。 
 

② 認知症の早期診断・早期支援 

≪▼高齢支援課≫ 

認知症初期集中支援チーム、認知症疾患医療センターを活用して認知症の早期診断に取り

組みます。また、医療・介護関係者、地域包括支援センター等による連携を強化し、早期支

援を推進します。 
 

 

認知症初期集中支援チーム

認知症サポート医＋医療系専門職＋福祉系専門職
（看護師、精神保健福祉士、
介護福祉士 等）

②地域包括支援センター
・対象者の把握・相談受付窓
・初期集中支援チームと

連携・支援

③高齢支援課
（基幹型
地域包括支援センター）

⑥チーム員会議の開催

①相談・
情報提供

地域

本 人 ・ 家 族

⑤訪問・支援

隣人・知人

友人
民生委員

自治会

ケアマネジャー

④依頼

認知症疾患医療センター

・専門的な鑑別診断

・ＢＰＳＤ対応

・地域連携

診断・指導

紹介

⑦支援・助言

認知症初期集中支援チーム検討委員会

かかりつけ医

・日常の相談や診療

紹介 診断・指導情報収集

情報提供

認知症初期集中支援推進事業相関図
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③ 徘徊高齢者等位置情報サービスの実施 

≪▼高齢支援課≫ 

徘徊する可能性のある高齢者やその家族を対象に、高齢者の現在位置が判明する GPS 位

置情報端末機や身元確認または緊急連絡先の手段を確保するキーホルダーを貸与します。ま

た、所在不明となった場合に、早期発見及び保護に向けた情報提供を呼びかけるメール等を

配信します。 
 

（３）認知症高齢者・家族を支える地域づくり 

認知症の人と介護者が、ともに安心して過ごせるよう、啓発活動、認知症の人の居場所づ

くりを進め、介護者支援の充実を図ります。 

 

① 認知症本人の会や介護者のつどい、認知症カフェの推進 

≪▼高齢支援課≫ 

認知症本人の会、介護者の会による活動等のつどいの開催や地域における認知症カフェの

開催等、認知症の人や家族に係る取組への支援を推進します。 

認知症本人の会や介護者の会では、普段の生活でうれしかったことや不安、困りごと等を

共有し、自分らしく安心して生活するためにはどうすればいいか等を話し合い、勉強会や講

演会を開催します。認知症カフェでは認知症本人、その家族、地域住民等誰もがつどえる場

所として一緒にお茶や食事をしながら認知症に関する講座やイベントを実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護者の会とのイベント（講演会）の様子 認知症カフェの様子 
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② 若年性認知症の人と家族への支援 

≪▼高齢支援課≫ 

若年性認知症の人と家族の支援のために、専門機関（東京都多摩若年性認知症総合センタ

ー等）と認知症地域支援推進員との連携を進めるとともに、先進的な取組事例を通じて、地

域の実情に応じた効果的な取組を推進します。 

○コラム  TAMA 認知症介護者の会 ～いこいの会とは～ 

「いこいの会」は平成 15 年（2003 年）３月に発足しました。認知症の人を介護

している家族が集い、介護についての悩みなどを本音で語り合い、本人のために支援

を探りながら、認知症の当事者とともに歩む介護者の会です。 

いこいの会では「認知症の本人と介護する家族を中心に、広く認知症について理解

を深める」、「地域で認知症の人が暮らしやすくするための普及啓発活動を行う」、

「介護を終えて、一人暮らしとなった方が、地域でいきいきと暮らすための応援をす

る」を目的としています。 

介護をしていると迷い道に入り込んで、どうにもならない気持ちになってしまうこ

ともあります。そんなときも、いこいの会は家族ならではの視点で本人や介護者を支

援しています。 
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３．虐待防止・権利擁護等の推進 

高齢者が、住み慣れた地域において健康で自分らしく生活していくために、利用するサー

ビスや支援を自らが選択し自己決定できるよう、高齢者虐待防止のための対応や成年後見制

度や地域福祉権利擁護事業の活用を促進していきます。 

認知症や精神障がい等による判断能力の衰えのために、財産管理や契約行為等において不

利益を被らないよう、多摩南部成年後見センターや社会福祉協議会権利擁護センターを活用

し支援していきます。 

親族等が後見人を務めることが困難で、成年後見制度を必要とする高齢者の増加を見据え、

地域福祉の視点を踏まえた権利擁護を推進していきます。 

 

（１）高齢者虐待防止への取組の推進 

高齢者虐待が疑われる状況があるとき、高齢者の権利擁護のために、適切な対応を図りま

す。高齢者や養護者から虐待の状況把握を行い、虐待予防に向けた介入や、関係機関との連

携・協力しながら対応します。また、状況に応じ、老人福祉法による措置の実施や、成年後

見制度を活用するなど、適切に権限行使を行います。 

 

① 相談・対応機能の拡充 

≪▼高齢支援課≫ 

高齢者虐待に対して、関係機関との協力により事実確認及び緊急性の判断を行い状況に応

じた介入方法を検討し、迅速かつ適切な対応を図ります。 

介護者に対する相談支援の充実を図り、不適切な介護による虐待を防止していきます。 

 

○コラム 高齢者虐待 ～高齢者虐待とは～ 

  人がその人らしく生きていく上で、自己実現と自己決定を尊重していくことは人権の基本

です。しかし、現実に認知症高齢者等は、権利侵害が起きやすい状況におかれることがあり

ます。 

高齢者虐待は、家庭内で家族等によって行われるものと施設等で事業者により行われるも

のに大別されます。高齢者の虐待の種類としては、殴る・蹴る・つねる等の身体的虐待、言

葉による暴力等の心理的虐待、本人の同意のない性的行為や接触・はずかしめを行う性的虐

待、本人の金銭の使用を不当に制限する経済的虐待、介護や世話の放棄・放任等があります。

平成 18 年（2006 年）４月に「高齢者に対する虐待の防止、高齢者の養護者の支援等に

関する法律」が施行され、市町村の責務と権限、国民の協力と通報の義務、関係機関との連

携等について定められています。市は、これにもとづいて、虐待への早期対応と高齢者及び

養護者への支援を行っています。 
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市・地域包括支援センター

 　虐待対応フロー図

相
談
・
通
報
・
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緊
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の
判
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事
実
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・
調
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等
・
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施
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ー

ス
会
議

そ
の
後
の
支
援

事実確認
※関係機関窓口に寄せられた通報等は、受理機関が作成した虐待相談連絡票を確認のうえ、

コアメンバー会議開催の為に状況確認を行う。

高齢者、養護者、虐待発見者・発見機関等

緊急性の判断（コアメンバー会議）
情報共有、虐待認定、分離の判断

→緊急保護・集中的援助・事実確認の継続等の方針決定

相談

・

通報

《虐待対応ケース会議の開催》

アセスメント、援助方針、支援内容、各機関の役割、主担当者、連絡体制等を決定

コアメンバー会議（終結確認）

虐待状況が解消したとき、

援助終結の確認

支援実施後モニタリング

直ちに召集・開催

・居所確保を行い、分離の実施

（介護保険サービス利用、施設入所、老人保護措置等による）

・本人・養護者の意向確認

・支援方針の見直し

・関係者・関係部署等からの情報収集

コアメンバー会議で共有した緊急性判断や方針に沿って実施

《コアメンバー会議の開催（方針変更）》

事実確認後の支援方針変更
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（２）権利擁護事業の推進 

① 多摩南部成年後見センターによる後見業務の実施・充実 

≪▼福祉総務課≫ 

 近隣５市で構成している多摩南部成年後見センターにおいて、身寄りがない等の理由で、

第三者による成年後見の申立ができない方に、市長申立による法人後見を実施していきます。

さらに同センターを活用し、弁護士や司法書士等の専門家による後見に加え、市民後見人（社

会貢献型後見人）を育成し、後見業務の充実を図ります。 

 

② 成年後見制度の普及啓発 

≪▼福祉総務課≫ 

親族等による成年後見の困難な方が増加すると見込まれ、介護サービス利用契約の支援等

を中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられます。多摩南部成年後見

センターにおける市民後見人の活用を図ること等によって、権利擁護を推進します。 

成年後見制度の仕組みや費用、相談先等の制度を理解してもらい、その普及・啓発を図る

ため、社会福祉協議会権利擁護センターと連携し、研修会・市民講座等を開催します。 

 

③ 地域福祉権利擁護事業の推進 

≪▼福祉総務課≫ 

 認知症や精神障がい等により、日々の金銭管理や大切な書類の保管等、日常生活を営むの

に支障がある方に対し、本人と社会福祉協議会の契約により、福祉サービスの利用に関する

相談・助言や、手続き・支払い等の援助を行う地域福祉権利擁護事業を推進します。 

 

④ 権利擁護センターとの連携 

≪▼福祉総務課、高齢支援課≫ 

 高齢者の権利擁護や成年後見制度の紹介等の相談窓口としての役割を担う「社会福祉協議

会権利擁護センター」と連携を図ります。 
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４．見守り合い、支え合える地域への取組 

行政と福祉・医療関係者の連携にとどまることなく、地域における住民同士の支え合いを

高め、地域の力を結集した重層的な見守り、支え合いの仕組みづくりが必要です。日常的に

高齢者と接する地域の人たちや店舗・事業者等が、高齢者への理解を深め、様子の変化に気

づき、行動できるような地域づくりを進めます。 

高齢者を取り巻く多世代の交流や、地域の通いの場の役割にも注目し、見守り・支援のた

めの仕組み・組織づくりを推進していきます。 

家族や地域とのつながりが急速に薄れ、日常生活や介護に不安を抱く高齢者・認知症高齢

者に対し、孤立を予防し、日常生活における問題の早期発見ができるさまざまな見守りサー

ビスを提供し、その充実に努めます。 

 

（１）見守り・支え合いの充実 

① 見守りのネットワークの構築 

≪▼福祉総務課、高齢支援課≫ 

 民生委員や社会福祉協議会等の関係機関はもちろん、さまざまな活動団体や事業者、地

域住民と連携して重層的な見守りの輪をつくり、家に閉じ込もりがちなひとり暮らし等の高

齢者をはじめ、高齢者への幅広い見守りや声かけのネットワークを広げていきます。 

多摩市、地域包括支援センター、高齢者見守り相談窓口、社会福祉協議会、自治会・管理

組合、民生委員、ＮＰＯ、老人クラブをはじめとする関係機関・団体が情報の共有と連携を

図り、地域福祉の推進を積極的に進めていくための場づくりを構築・充実させていくことを

支援しながら、見守りのネットワーク構築を進めます。 

また、地域住民が主体的に活動し、地域全体で高齢者を見守り、支えていく仕組みを推進

し、さまざまな見守りの担い手による地域の見守りを構築していきます。 

 

② 見守り活動拠点の支援 

≪▼高齢支援課≫ 

地域のボランティアや住民によって行われている「ふれあいいきいきサロン」や介護予防

リーダーが中核となって行っている「地域介護予防教室（元気アップ体操）」、団地商店街

のスペースを活用した交流拠点等、ゆるやかな見守り活動を一層普及・拡大していくため、

社会福祉協議会や生活支援コーディネーター等の支え合いによる地域づくりを推進する関係

機関と連携を図りながら、見守り活動を支援します。 

また、週１回程度開催される住民運営の活動を広め、継続する支援を行い、住民同士で声

をかけ合いながら、孤立しない地域づくりを目指していきます。 
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③ 見守り相談窓口の設置 

≪▼高齢支援課≫ 

 平成 28 年（2016 年）より、永山モデルとして、地域住民とともに高齢化に向けた地域

づくりを検討し、中部高齢者見守り相談窓口を開設しました。 

見守り相談窓口は、65 歳以上の単身世帯・高齢者のみ世帯に対する戸別訪問による実態

把握、「見守り協力員」や見守り窓口相談員による見守り活動の実施、地域住民や関係者と

の連絡会の実施による見守りネットワーク構築を推進しています。 

 他の地域においても、各地域の高齢者の状況を踏まえ、地域住民や関係機関等の意見を取

り入れながら、見守り相談窓口のあり方や設置について検討していきます。 

 

④ 見守り協力員による見守り・支え合いづくり 

≪▼高齢支援課≫ 

日常のゆるやかな見守りから一歩進んだ定期的な見守り活動を行う「見守り協力員」を養

成しています。「見守り協力員」の活動により、地域の高齢者の孤立を未然に防ぐこと、地

域住民が主体的に活動すること、そのことにより地域全体で高齢者を見守り、支えていく仕

組みを推進していきます。 

 

⑤ 見守りサポーター養成 

≪▼高齢支援課≫ 

地域住民が日常のゆるやかな見守りを、互いにさりげなく行い、

必要なときに助け合える地域づくりを推進するため、平成 26 年

（2014 年）より「見守りサポーター（ＴＡＭＡみまもり隊）」を

養成しています。地域のだれもが見守りに関わる意識をもつこと

で、いつまでも安心して住み続けることができる地域を実現してい

きます。 

 

⑥ 緊急通報システム事業の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

 日常生活上、常時注意が必要なひとり暮らし高齢者等の緊急時に対応するため、ボタンで

の即時通報と見守りセンサーを併設する民間事業者による緊急通報システムを引き続き提供

します。また、民間事業者により行われている見守り・安否確認サービスの展開も勘案して、

事業内容の充実に向け検討します。 

TAMA みまもり隊の目印 
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（２）介護に取り組む家族等への支援 

 介護者自身の身体的・精神的負担を軽減するとともに、高齢者本人と家族が地域とつなが

り、ともに自分らしい暮らしを続けられるよう、医療・介護の専門機関、地域包括支援セン

ター、社会福祉協議会等が、それぞれの専門性を活かして、介護者への働きかけと学習の場

や相談の機会を提供する仕組みを作ります。併せて、介護や在宅療養についての地域の人々

の理解を進める普及啓発をすすめます。 

 

① 社会福祉法人による地域出前事業 

≪▼福祉総務課≫ 

多摩市内の社会福祉法人で構成するネットワーク連絡会を設置し、地域のための公益活動

として「地域出前事業」を行います。社会福祉協議会が窓口となって、市民の団体やグルー

プの活動する場へ社会福祉法人の職員を派遣し、介護や認知症等に関する専門的知識を活か

した講座や相談会を実施します。 

 

② 家族・本人を支える福祉サービス 

ア 日常生活用具の給付事業の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

 介護保険の認定を受けていない身体機能の低下した高齢者に対し、必要と認める日常生活

用具の給付を行います。また、介護保険制度の改正の状況等を勘案しながら、対象者の見直

し等検討していきます。 

 

イ 住宅改造費助成事業の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

介護保険の認定結果が自立と判定された方のうち必要と認める身体機能の低下した高齢者

に対し、居宅で安全に生活していくために、住宅改造に要する費用の助成を行います。 

 また、介護保険制度の改正の状況等を勘案しながら、対象者の見直しや費用の助成内容及

び身体状況に合わせた住宅改造を行うために、必要に応じてリハビリテーション専門職等の

派遣について、検討します。 

 

ウ おむつ支給・貸与・助成事業の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

 寝たきりや認知症のため、常時おむつを必要としている高齢者に対し、在宅生活者には現物

支給、入院中の高齢者には現金助成を行い、衛生の確保と介護者の負担軽減を図ります。 

 



第２部 第２章 地域包括ケアシステムの深化・推進                             

92 

 

エ 出張理髪事業の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

  在宅の寝たきり高齢者に対し、２か月に１回、理容師または美容師が自宅を訪問し、調

髪を行うことで、高齢者の快適な日常生活の実現を図ります。 

また、サービス内容については、対象者数等の状況を踏まえ、検討していきます。 
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５．在宅医療・介護の連携による在宅療養の推進 

高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域包括ケア

システムの構築を目指す取組の一環として、医療と介護を一体的に提供できる体制づくりが

重要となっています。また、高齢者が選択したときに、日常的な医学的管理と適切な介護を

提供することで、自宅での療養生活を可能とする「在宅療養」を一層広げていく必要があり

ます。そのため多摩市では、医療・介護・行政の関係者で構成する多摩市在宅医療・介護連

携推進協議会で、在宅医療の現状把握、課題の抽出、あるべき姿と進め方までを協議し、在

宅医療・介護の連携支援を進めていきます。 

 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

① 多摩市在宅医療・介護連携推進協議会 

≪▼高齢支援課≫ 

地域の医療・介護連携の把握、切れ目ない在宅医療と介護の提供体制の構築、在宅医療・

介護関係者の情報の共有支援、医療・介護関係者の研修の充実等の推進を目指し、「多摩市

在宅医療・介護連携推進協議会」を設置しています。今後も協議会を通じて、医療と介護の

連携を推進します。 

 

 

○ 医療と介護の両⽅を必要とする状態の⾼齢者が、住み慣れた地域で⾃分らしい暮らしを続けることができるよう、地
域における医療・介護の関係機関（※）が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重要。
（※）在宅療養を支える関係機関の例

・診療所・在宅療養支援診療所・歯科診療所等 （定期的な訪問診療等の実施）

・病院・在宅療養支援病院・診療所（有床診療所）等 （急変時の診療・一時的な入院の受入れの実施）

・訪問看護事業所、薬局 （医療機関と連携し、服薬管理や点滴・褥瘡処置等の医療処置、看取りケアの実施等）

・介護サービス事業所 （入浴、排せつ、食事等の介護の実施）

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を⼀体的に提供できる体制を構築するため、都道府
県・保健所の⽀援の下、市区町村が中⼼となって、地域の医師会等と緊密に連携しながら、地域の関係機関の連携体制
の構築を推進する。

【24年度要求額 ：１８０４百万
円 】在宅医療・介護連携の推進

地域包括⽀援センター

診療所・在宅療養⽀援診療所・⻭科診療所等

利⽤者・患者
病院・在宅療養⽀援病院・診療所(有床診療所)等

介護サービス事業所

訪問診療

訪問看護等

訪問診療
介護サービス

一時入院
（急変時の診療や一時受入れ）

連携

訪問看護事業所、薬局

在宅医療・介護連携⽀援に関する相談窓⼝
（郡市区医師会等）

関係機関の
連携体制の
構築⽀援

都道府県・保健所
後⽅⽀援、
広域調整等
の⽀援

市町村

・地域の医療・介護関係者による会議の開催
・在宅医療・介護連携に関する相談の受付
・在宅医療・介護関係者の研修 等

※市区町村役場、地域包括支援センターに設
置することも可能

厚生労働省資料をもとに一部改編
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② 在宅療養支援窓口の設置 

≪▼高齢支援課≫ 

平成 28 年（2016 年）６月から、基幹型地域包括支援センターで専門職のための在宅療

養支援相談をはじめました。平成 30 年度（2018 年度）から市民相談まで対象を拡大する

とともに、医療・介護の相談に対応できる専門機関に相談窓口を設置します。窓口では、在

宅で療養生活をおくるための地域資源を把握し、高齢者の状態に合う医療や介護サービスを

主体的に選択できるよう、在宅療養にかかるさまざまな課題に対応することを目指します。 

 

③ 在宅療養にかかわる専門職向け研修会 

≪▼高齢支援課≫ 

さまざまな機関が実施する研修の整理と多職種連携に必要な研修を継続して実施していき

ます。また顔の見える関係とネットワークづくりを進め、在宅医療にかかわる医療職と介護

職等すべての職種が、ともにお互いの専門性を学びあう場として、研修を充実させていきま

す。 

 

 

在宅療養にかかわる専門職向け研修会の様子 
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（２）在宅療養の普及・啓発 

① 地域住民に向けた普及・啓発 

≪▼高齢支援課≫ 

療養生活を送る高齢者や家族にとって、自らの意思で生き方を選択することが重要です。

しかし、住み慣れた家や施設で最期のときを迎えることは、想像しにくいものであることか

ら、かかりつけ医の推進や、地域での学習会の開催、普及啓発のためのパンフレット等の配

付、及び広報紙・ホームページへの掲載などさまざまな形で、「在宅療養」の普及啓発を図

ります。また、医師会・歯科医会・薬剤師会等専門機関と連携し、地域住民を対象とした普

及啓発の講演会等を開催します。 

 

② かかりつけ医等の推進 

≪▼健康推進課≫ 

 高齢者が、身近な地域で「かかりつけ医」等をもち、日頃から自ら健康管理ができるよう

に、「かかりつけ医」等の機能を推進していきます。 

 医師会・歯科医会・薬剤師会・柔道整復師会等と連携し、高齢者が身近な地域で気軽に相

談ができる「かかりつけ医」等をもてるよう、医療機関の情報を提供します。必要なときに

身近な地域で適切な医療が受けられるよう、地域の診療所・病院等との医療連携を推進しま

す。 

 

③ 救急医療体制の充実 

≪▼健康推進課≫ 

不測の傷病に対して、いつでも症状に応じた適切な医療が受けられるよう、初期救急を行

う市は、二次・三次救急を担う東京都とともに消防署や医療機関等と連携し、救急医療体制

の充実に努めます。毎日 24 時間体制で医療機関を案内する「急患テレホンセンター」の周

知を図ります。 
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第３章 多様な社会参加・生きがいづくりの推進 

１．生涯学習の推進 

高齢者が自己実現を図れるように、さまざまな学習・文化・スポーツ・レクリエーション

等の生涯学習の推進を図ります。一人ひとりの多様なニーズと参加意欲に応えられるように、

いつでも自由に学習する機会を選択できる環境を整えます。 

 

（１）生涯学習に関する相談・情報提供の充実 

≪▼文化・市民協働課、公民館、図書館≫ 

生涯学習に関する相談をはじめ、活動団体等の紹介や、生涯学習に関する各種情報の提供

を行うとともに、高齢者をはじめとした市民の生涯学習活動のきっかけづくりを推進します。 

 

（２）施設等における各種講座等の実施 

① 高齢者施設における講座等の実施 

≪▼高齢支援課≫ 

高齢者の生きがいづくりのため、老人福祉センターにおいて「寿大学」として、文化・教

養講座や健康推進講座（水浴関連事業、各種体操等）の事業を実施します。 

高齢者が気軽に、そして安全に老人福祉センターを利用できるよう、バスによる送迎を行

います。 

 

② 公民館と連携した事業の推進 

≪▼高齢支援課≫ 

 高齢者が他の世代とともに参加できる企画について、公民館と連携し支援します。 

 

≪▼公民館≫ 

 高齢者が住み慣れた地域で、いきいきと安心して住み続けられるよう、地域課題に関する

学習・活動につながる事業を関係課と協力・連携しながら推進します。 

 

③ 文化・スポーツ・コミュニティ施設等における講座等の実施 

≪▼コミュニティ・生活課、平和・人権課、文化・市民協働課、スポーツ振興課≫ 

男女平等参画の視点から、高齢者の食事や生活の自立に向けた支援、男性が行う介護への

支援等、高齢者の生活安定に向けた支援を充実していきます。 

コミュニティ施設では、高齢者の生きがいづくりを促進するとともに、地域におけるコミ
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ュニティの輪を広げます。 

世代を超えた多くの市民の交流とふれあい、または自己実現や学習の場となるように、文

化・スポーツ・コミュニティ施設等において、高齢者が参加しやすい各種講座や事業を実施

します。 

 

（３）自主的な学習活動・市民活動の支援 

≪▼コミュニティ・生活課、平和・人権課、文化・市民協働課、公民館、図書館≫ 

グループ活動の場としての公民館・ＴＡＭＡ女性センター・コミュニティ施設・老人福祉セ

ンター・学校施設等において、高齢者をはじめとした市民の主体的な活動を支援していきます。 

 図書館では、大活字資料や健康・生活に関係する資料を用意したシニアコーナーにおいて、

高齢者に役立つ情報を提供することにより、個人の学習活動を支援します。 

 文化・市民協働課では、市内で活躍する市民団体やＮＰＯ等の活動を紹介する「地域デビュ

ー手引書」の発行や、新たな担い手の発掘と市民活動のきっかけの場として、市民協働講座の

開催等を通じて市民活動を支援します。 

 

 

２．社会参加と交流の促進 

高齢者がいきいきと活動し、生きがいをもてるよう、高齢者の社会参加と他の世代との交

流を促進します。 

 

（１）高齢者による主体的な活動の促進 

① 高齢者によるボランティア活動等の促進 

≪▼文化・市民協働課、福祉総務課、高齢支援課≫ 

 高齢者をはじめとした市民が、ボランティア活動やＮＰＯ活動等に参加しやすい仕組みづ

くりを支援していきます。また、「多摩ボランティア・市民活動支援センター」（社会福祉

協議会）と連携しながら、ボランティア活動やＮＰＯ活動等への参加を促進します。 

 

② 老人クラブ活動の支援 

≪▼高齢支援課≫ 

 地域でスポーツや体操などの健康活動や趣味・生きがい活動、友愛活動、ボランティア活

動等を通して、高齢者の生きがいと健康づくり、地域での見守り活動を行っている老人クラ

ブや老人クラブ連合会の活動を支援します。 
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（２）高齢者の知識・経験等を活かす取組 

① 高齢者の知識・経験等を活かす取組 

ア 地域活動への参加を支援 

≪▼文化・市民協働課≫ 

多くの高齢者が地域で元気に活動できるように、市民活動をはじめ各種情報の収集・発信

（インターネット・チラシ・ポスター・行政資料等）を行います。活動や相談等を通して、

市民団体と行政との間をつなぐことをはじめ、市民の自主的活動を支援していきます。 

 多摩ボランティア・市民活動支援センターや大学、企業、ＮＰＯ、市民団体等と連携し、

多くの市民が地域活動へ参加できるよう支援を進めていきます。 

 

イ 知識・技能を伝承 

≪▼子育て支援課、児童青少年課、教育振興課≫ 

高齢者に、保育所等の行事へボランティアとして参加してもらい、郷土料理や行事食・昔

の暮らし等、高齢者の経験・知識や技能を若い世代に伝えてもらう取組を行います。 

 あわせて、伝統文化体験講座等の文化財関係の主催事業において、伝統諸技術を保有する

高齢者に講師を務めてもらい、伝統技術や知識を次世代に伝承してもらう取組を行います。 

 

ウ 豊かな経験や知識を学ぶ 

≪▼教育指導課≫ 

 小・中学校の総合的な学習の時間や特別活動等において、高齢者をゲストティーチャーと

して招き、高齢者の豊かな経験や知識に学ぶとともに、高齢者に対する尊敬や感謝の念を育

みます。 

 

エ 高齢者慶祝事業を実施 

≪▼高齢支援課≫ 

高齢者を含む市民サークル等が日頃の活動を披露し、高齢者の社会参加や生きがいづくり

を促進するため、市民協働事業として「長寿を共に祝う会」を実施します。内容については、

引き続き検討していきます。 

 

② 地域で活躍する人材の育成 

≪▼文化・市民協働課、高齢支援課、公民館≫ 

高齢者自身が得意とする分野や、仕事・家庭生活等を通じて得た知識や技能を他の市民に

伝える等、地域で活躍できるような人材の育成を目指していきます。 
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③ シルバー人材センターへの支援 

≪▼高齢支援課≫ 

 就労を希望する高齢者の就業機会を拡大し、就業を通じた社会参加により高齢者が生きが

いを感じられるよう、シルバー人材センターへの支援を行います。 

 

（３）世代間交流の促進 

① 世代間交流の促進 

ア コミュニティ施設での世代間交流の促進 

≪▼コミュニティ・生活課≫ 

コミュニティ施設を利用する諸団体等を含めた、世代間の連携行事等による交流を促進し

ます。 

 

イ 保育園等での地域交流を通じた世代間交流 

≪▼子育て支援課≫ 

 保育所等で地域交流行事を推進し、地域における世代間交流の中で高齢者も参加しやすい

プログラムを検討し、子どもと高齢者との交流を図ります。 

 

ウ 小学校・中学校での世代間交流の取組 

≪▼教育指導課≫ 

小・中学校では、高齢者入所施設の訪問・職場体験等を通じて世代間交流を図るとともに、

高齢者に係る施設やそこで働く人々の仕事に対する理解を促進します。 

 

エ 学校等と連携した地域連携・世代間交流事業の展開 

≪▼児童青少年課≫ 

 学校等との連携など、高齢者が参加できる地域連携事業や世代間交流事業を展開します。 

 

（４）就労による社会参加の促進 

① 高齢者の雇用の促進 

≪▼経済観光課≫ 

ハローワーク府中と連携し、永山ワークプラザの運営を行います。また、国・東京都等の

関係機関と連携して、就労支援セミナーや就職面接会等に取り組み、高齢者の就労も支援し

ます。 
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② シルバー人材センター事業の促進 

≪▼高齢支援課≫ 

 シルバー人材センター事業の支援により、高齢者の臨時的かつ短期的な業務、またはその

他の軽易な作業等の就業の機会を開拓し、高齢者に就労の機会を提供し、社会参加を促しま

す。 

 

③ 介護予防・日常生活支援総合事業での雇用の促進 

≪▼高齢支援課≫ 

介護予防・日常生活支援総合事業における多様なサービスを実施する NPO・事業所等の人

材確保を支援し、雇用の仕組みづくりを進めます。 
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第４章 安心・安全で住みよいまちづくり 

１．高齢者の住まいの確保 

 高齢者のひとり暮らしや高齢者のみ世帯が増加する中で、住み慣れた地域でいつまでも安

心して暮らしていけるように、高齢者に配慮した多様な住宅の確保、さまざまな制度につい

ての情報の提供・周知を図り、高齢者が安心して暮らせるよう配慮した住宅政策を実施しま

す。 

（１）住宅支援の充実 

① 高齢者向け住宅の充実 

≪▼高齢支援課、都市計画課≫ 

高齢者が、それぞれのニーズに合った住まいで暮らせるよう、サービス付き高齢者向け住

宅など多様な高齢者の住まいについて、国や東京都の計画・施策の動向等に留意し検討を進

めます。 

また、サービス付き高齢者向け住宅の整備においては、東京都サービス付き高齢者向け住

宅整備事業補助金の活用において、同補助金に係る基準を満たすよう推進します。 

高齢者集合住宅（シルバーピア）では、引き続き生活協力員による入居高齢者の安否確認

や相談対応等の支援を行い、65 歳以上の単身者や二人世帯の方が安心して生活できる住宅

を維持運営していきます。 

 

② 住宅ストックの活用 

≪▼都市計画課≫ 

良好な住宅ストックを維持更新するため、東京都や都市再生機構等、公的賃貸住宅事業者

との連携により、バリアフリー化等の住宅ストックの質の向上に努めるとともに、高齢者の

低層階への住み替えを促進します。 

 

③ 高齢者のための居住支援の推進 

≪▼福祉総務課、都市計画課≫ 

市営住宅の居住者が加齢・病気等によって日常生活に支障が生じた場合等に、空室の状況

に応じて下層階に住み替える「住替え制度」を実施します。都営住宅においては、東京都に

対して「住替え制度」の円滑な運用について要望を行います。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けるための入居支援として、見守りサービス等

を実施する「あんしん居住制度」（公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンター）や

「家賃債務保証制度」（一般財団法人高齢者住宅財団）の普及促進を図るとともに、「東京

シニア円滑入居賃貸住宅」や「高齢者向けの優良な賃貸住宅」など賃貸住宅の入居に関する
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情報提供を行います。 

多摩市住替え・居住支援協議会の場を活用し、高齢者の賃貸住宅等への円滑な入居促進を

図ります。 

 

（２）住宅改修の推進 

① 住宅改造費貸付制度の利用促進 

≪▼都市計画課≫ 

分譲住宅の管理組合等が行う階段等の共用部分への手すり設置及び、段差解消等に必要な

費用を貸し付ける「マンション共用部分リフォーム融資制度」（住宅金融支援機構）や、そ

れと連携した東京都のマンション改良工事助成制度の周知に努め、利用促進を図ります。 

 

② 住宅のバリアフリー等改修への支援 

≪▼都市計画課≫ 

満 60 歳以上の方が、自ら居住する住宅にバリアフリー工事、または耐震改修工事を施す

リフォームを行う場合の「高齢者向け返済特例制度」（住宅金融支援機構）の普及促進や、

分譲住宅の管理組合等に対しバリアフリー化等改修への助言・支援を行う「マンション建替

え・改修アドバイザー制度」（公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンター）の利用

助成を行い支援を図ります。 

 

（３）住宅相談や情報提供の充実 

① 高齢者等の住宅相談や情報提供の充実 

≪▼福祉総務課、都市計画課≫ 

国・東京都における制度のパンフレット等の配布、高齢者向けの住宅の設計や増改築・修

繕工事等についての窓口相談等、住宅に関する情報提供を行います。 

また、多摩市住替え・居住支援協議会やマンション管理士会等と協働し、高齢者等の住宅

相談や情報提供を行います。 

 

② 不動産担保型生活資金制度による支援の実施 

≪▼福祉総務課≫ 

 一定の居住用不動産（土地）を有し、将来にわたってもその住居に住み続けることを希望

する低所得の高齢者世帯に対し、当該土地等を担保として生活資金を貸し付ける「不動産担

保型生活資金制度」（社会福祉協議会）により、支援していきます。 
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２．ユニバーサルデザインにもとづいたまちづくり 

ユニバーサルデザインの考え方にもとづき、高齢者が安心して住み続けられるまちとなる

ように、多くの人が利用する施設・道路・公共交通機関等のバリアフリー化や交通事故防止

等の安全対策の強化に取り組みます。 

 

（１）まちのバリアフリー化 

① 福祉のまちづくりの推進 

≪▼福祉総務課≫ 

高齢者・障がい者やけがをした人、妊娠中の人、子ども・外国人等、その人の置かれた状

況や能力の違いにかかわらず、すべての人がはじめから利用可能なように環境をデザインし

ていくことが、ユニバーサルデザインの理念です。多摩市では、その理念に沿って作られた

多摩市福祉のまちづくり整備要綱及び東京都福祉のまちづくり条例にもとづき、福祉のまち

づくりを進めていきます。 

 

② 公共施設のバリアフリー化の推進 

≪▼公共施設所管課≫ 

高齢者等が使いやすい公共施設となるように、「だれでもトイレ」（多目的・多機能トイ

レ）の整備、階段の手すりの設置、段差の解消等、公共施設のバリアフリー化を推進してい

きます。 

 

③ 人にやさしい道づくり 

≪▼道路交通課≫ 

高齢者等が安全かつ快適に移動できるように、「多摩市道路整備計画」の基本理念“歩行

者の安全を優先した道路整備”を踏まえ、歩道の整備・拡幅、ベンチや手すりの設置、段差

の解消等、ユニバーサルデザインの理念を踏まえて、人にやさしい道づくりを推進していき

ます。 

 

④ 公園の整備 

≪▼公園緑地課≫ 

 高齢者等が安全かつ安心して気軽に公園を利用できるように、公園内の園路や階段のバリ

アフリー化、休憩施設の設置を推進していきます。 
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⑤ 民間施設のバリアフリー化の促進 

≪▼福祉総務課≫ 

 店舗、医療・福祉関係、学校や一定規模以上の共同住宅等、多くの人が利用する施設をす

べての人が安全で快適に利用できるように、多摩市福祉のまちづくり整備要綱及び東京都福

祉のまちづくり条例にもとづき、バリアフリー化への理解と促進を事業者に働きかけていき

ます。 

 

（２）交通・移動手段の確保 

① 交通マスタープランの推進 

≪▼道路交通課≫ 

「多摩市交通マスタープラン」や「第 10 次多摩市交通安全計画」にもとづき、交通安全

の推進や公共交通の利用を促進します。高齢者をはじめ、利用者にとって利便性の高い交通

体系の実現を目指して、利用者のニーズに応じた交通網の維持・向上を図ります。 

 

② 交通バリアフリー化の推進 

≪▼道路交通課≫ 

 移動をスムーズにするため、駅や交通結節点周辺を中心に、交通のバリアフリー化につい

て事業者に働きかけます。 

 

③ 移動サービスの整備 

ア 福祉輸送サービスの充実 

≪▼福祉総務課≫ 

外出が困難な高齢者等の移動については、福祉有償運送に関わるＮＰＯ等の団体への支援

などを通じ、福祉輸送サービスの確保を図ります。 

多摩地域福祉有償運送運営協議会における助言・指導により、福祉有償運送の安全確保等

を図ります。 

 

イ 公共交通網の整備 

≪▼道路交通課≫ 

市内交通不便地域について、多摩市交通マスタープランにもとづき、地域密着型交通の充

実や民間交通事業者との協議などを通じて、移動手段の確保に努めます。 
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④ 利用しやすいバス等の導入 

≪▼道路交通課≫ 

高齢者をはじめ、誰もが利用しやすいノンステップバス・ユニバーサルデザインタクシー

等の導入を事業者に働きかけます。 

 

⑤ 路線バスの再編 

≪▼道路交通課≫ 

 路線バスの利便性を向上させるため、路線バス網の再編について、バス事業者に要望して

いきます。 

 路線バスが利用しづらい地域に住む市民の貴重な足となるミニバスの利便性をより高める

ため、バス網の再編について検討を進めます。 

 

（３）交通安全の啓発 

① 交通安全教育・啓発活動の推進 

≪▼道路交通課≫ 

高齢者が、被害者または加害者となる交通事故を防止するため、高齢者を対象とした講習

会の開催、交通安全教育の実施や地域における交通安全意識の高揚等を図る啓発活動、及び

運転免許自主返納制度の周知を、多摩中央警察署や多摩稲城交通安全協会等と連携して推進

します。 
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３．防災・防犯対策の充実 

 高齢者をはじめ、誰もが安心して住み続けられるまちづくりを目指し、安全で安心な暮ら

しを支えるため、災害に対する安全対策の強化、犯罪被害の未然防止等、各種防犯施策の推

進に取り組みます。 

 

（１）防災対策の充実 

① 自主防災組織等の強化 

≪▼防災安全課≫ 

 「自分たちのまちは自分たちで守る」という精神を基本に、地域における防災組織の中核

的存在である自主防災組織の新規結成を積極的に促進するとともに、支援の拡充・強化を図

ります。 

 

② 災害時要配慮者の支援 

≪▼防災安全課≫ 

「多摩市地域防災計画」や「多摩市災害時要援護者（※）避難支援計画」にもとづき、災

害時に、適切かつ迅速に行動できない可能性のある災害時要配慮者である高齢者を守るため、

自主防災組織及び防災関係機関等と協力・連携して、避難・救護体制の充実に努めます。 

（※）災害時要援護者：平成 27 年度（2015 年度）に「多摩市地域防災計画」にもとづき「要

配慮者及び避難行動要支援者」に変更。災害対策基本法及び「東京都地域防災計画」と整

合させ、統一的に対応するため。 

 

③ 社会福祉施設等との災害時の連携 

≪▼防災安全課≫ 

社会福祉施設等が災害時の具体的な被害を想定し、関係機関への情報連絡・連携体制を整

備し、施設職員等に周知するとともに、円滑な運用を行えるよう、平常時より連携していき

ます。 

社会福祉協議会と締結している「災害時における多摩市と多摩市社会福祉協議会の相互支

援に関する協定書」を踏まえ、災害時のボランティアによる活動の円滑化を図ります。 
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（２）防犯対策の充実 

① 多摩安全安心ネットワークの登録団体の推進 

≪▼防災安全課≫ 

高齢者等が地域で安心して暮らしていけるよう、「多摩市犯罪のない安全なまちづくり推

進計画」にもとづき、防犯意識の向上及び自主防犯活動への支援等に合わせて、多摩安全安

心ネットワークの登録団体の推進を行います。 

 

② 消費者被害の対策 

≪▼コミュニティ・生活課≫ 

 高齢者が、悪質な商法や振り込め詐欺等によって不利益を被ることのないよう、消費生活

センターの出前講座等による啓発・相談体制を充実するとともに、関係機関との連携を推進

します。 

 



 

 

 

 


